
各 位
会 社 名 株式会社アイレックス
代表者名 代表取締役社長 野川 浩道
（JASDAQ・コード6944）
問合せ先 取締役業務管理部長 松家 一貴
（TEL  03-3419-5111）

2020年8月13日

中期経営計画の修正に関するお知らせ

当社は、2019年5月16日に公表した2019年5月～2023年3月における中期経営計画に関し、
下記のとおり修正いたしましたのでお知らせいたします。

記

世界的規模での「新型コロナウイルス感染症拡大」による経済状況の悪化に伴い、当社事
業も少なからず影響を受けています。そのような中、ITテクノロジー企業は景気回復の起
爆剤としての役割を担っていく必要があり、当社も市場の変化にスピーディかつ柔軟に対
応するためのマーケット戦略を再考し、中期経営計画を見直すこととしました。2023年3月
期に売上45億円、営業利益4億円としていたものを、売上高35億円、営業利益4億円といた
します。
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当社第79期（2020年4月より2021年3月)の開始時期において、世界的規模での「新型コロナウイルス

感染拡大」による経済状況の悪化に伴い、本年度第1四半期における当社事業も、少なからず影響を

受けている。そのような中、ITテクノロジー企業は景気回復の起爆剤としての役割を担っていく必要が

あり、我々アイレックスも、市場の変化にスピーディかつ柔軟に対応するためのマーケット戦略を再考し、

今年度、および今後3ヶ年の中期経営計画を見直すこととした。

さらに、今年度から設置した人財開発部、ならびにキャリア相談室によって、社員一人ひとりが主体性

を発揮できるキャリア形成を支援・促進し、専門性の深耕(スペシャリスト）、多才技能者(マルチタレント）、

次世代リーダー(マネジメント）のそれぞれの育成を図る。これにより、従来型の“時間×リソース”ビジネス

から脱却し、今後の少子化・労働人口減少も見据え、働き方改革を進めながら生産性を高め、高付加価値

ビジネスおよび高スキルビジネスへとリソースをシフトすることで、利益率向上による景気悪化への耐性を

強化し、持続的安定経営を目指す。

『基本的な考え方』



5G通信
ロボット操作、自動運転、遠隔医療、立体映像

クラウドコンピューティング
AWS、Azure、アーキテクト、ビジネスクリエイト

通信システム開発
次世代通信規格開発

①ネットワーク＆コミュニケーションGr

画像・音声認識、情報家電、画像処理、AR/VR
工場無人化、FA制御、運用監視、セキュリティ
旅客販売、運航管理、電子決済、共通基盤

組込みシステム技術・車載技術
システム基盤

②エンベデッド＆プラットフォームGr

デジタル・ガバメント、基幹システム
住民情報系構築、交通都市インフラ
環境エネルギー、スマートグリッド、災害可視化

行政サービス
Society5.0

④ソーシャル＆パブリックGr

テーマパーク、コンビニ、アパレル
Fintech、新型ATM、キャッシュレス決済
調達、生産管理、在庫管理、販売管理

巨大産業
金融・生保

⑤エンタープライズGr

ETC、運行管理、道路監視
基盤システム構築、アプリケーション共通基盤インフラ設計、構築、運用

⑥ＩＴインフラサービスGr

システムテスト、ソフトウェア保守
ドキュメント検証、業務共通ソリューション

評価業務
検証業務

③ベリフィケーションサービスGr

Ⅰ. ビジネス領域ごとの業績見通し①

コロナ下での業績見通し



Ⅰ. ビジネス領域ごとの業績見通し②

「５G」に代表される通信システム開発、ならびに
官公庁系を中心に、「クラウド」を活用したデジタル
トランスフォーメーション（ＤＸ）案件の拡大により、
コロナの影響による投資計画縮退が少なく今後3年間
も堅調との見通し。

①ネットワーク＆コミュニケーション
＆

④ソーシャル＆パブリック
＆

⑥ＩＴインフラサービス

自動車産業における、車載系・自動運転系案件の縮小
傾向の影響は大きく、今後の再生にも時間を要する
見通し。特に③の領域は、家電系も含め急速な縮退の
影響を受けている。

②エンベデッド＆プラットフォーム
＆

③ベリフィケーションサービス
＆

⑤エンタープライズ

維持/拡大領域

縮小領域



Ⅱ. 当社の対応方針

5G、通信システム関連
次世代通信規格開発
クラウドコンピューティング

①ネットワーク＆コミュニケーションGr

組込みシステム技術・車載技術
システム基盤

②エンベデッド＆プラットフォームGr

行政サービス
Society5.0

④ソーシャル＆パブリックGr

大企業向け開発
金融・生保

⑤エンタープライズGr

インフラ設計、構築、運用

⑥ＩＴインフラサービスGr

評価・検証業務全般

③ベリフィケーションサービスGr

具体的な施策：
（１）大きなスキルチェンジを伴わない
リソ－スシフト
②⇒① ⑤⇒④

（２）外部リソ－ス活用を内製化
主に②と⑤領域

（３）スキルチェンジを伴う専門性拡大
主に③領域

対応方針

★内製化によりアウトソース不足に左右されない
反面、売上総額の減少を引き起こすが、社員
の技術力を高めることで利益率を向上する。
★需要に見合った「社員採用計画」へシフト

★売上拡大から「利益拡大」戦略へ



技術者人材の能力の底上げで、クライアントに対して幅広く柔軟な技術を提供

（ａ）育成体系の導入
技術者社員に対し育成体系を示し、自身の技術者レベルの把握、将来のヴィジョンの確認
入社3年目までに「自分で担当職務を完遂できる」、7年目までに「サブリーダーとして作業調整が行える」、
10年目には「チームリーダー業務が行える」等の行動目標と、技術領域でも「アプリ系」「組込み系」
「インフラ系」等の領域ごと、年次ごとの習得レベルを社員に提示

（ｂ）技術者対象の多段階研修
入社2・3年次の技術者社員を全国から一堂に本社に集めて、技術レベルのチェックと資格取得状況と
対策を講義、指導

（ｃ）「Ｅラーニング」研修
会社以外でも受講可能な「Ｅラーニング」システムを導入
入社前研修、新人研修、入社2年目研修等での必須科目のプログラミング言語等が学習できる環境の充実

Ⅲ. 人事人材戦略

人財開発部を新設し、以下の整備を進める。
 新人からベテランまでの技術者社員を対象に、育成プログラムを体系化
 入社2・3年次の全社員の集合研修で育成度合いをチェック

 特にベリフィケーション部門社員については、早期スキルチェンジに向けた教育体制を確立

体系的研修制度の導入

「コンピテンシーモデル」の設定





Ⅳ. 全社体制図



Ⅴ. 中期経営数値目標

2019年度実績 2020年度計画 2021年度計画 2022年度計画

売上 ２，９７３ ３，０００ ３，２００ ３，５００

前回 売上目標 ３，４００
（▲４２７）

３，７００
（▲７００）

４，１００
（▲９００）

４，５００
（▲１０００）

営業利益 ２４３ ２５０ ２９０ ４００

前回 営業利益目標 ２５５
（▲１２）

３００
（▲５０）

３５０
（▲６０）

４００
（０）

単位：百万円

需要減少領域の外部工
数が圧縮。

社員テレワーク環境を整
備。

スキルチェンジ者への教
育投資を実施。

案件への社員内製化を
推進。
維持/拡大領域にシフト
し、社員売上を拡大。
（契約単金のUP推進）

テレワーク活用による管
理部門費の圧縮推進。

維持/拡大領域の社員
売上を拡大。
（契約単金のUP推進）
販売管理費の圧縮。
人材育成投資の拡大。



Challenge & Change I･Do･Mu

私たちは一人ひとりが毎日の仕事の中で新しいテーマに挑戦し、

夢に向かって成長し続ける企業を創っていきます。

Ⅵ. 新中期経営目標 ～スローガン～


